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＜ポイント＞ 

 

① 本研究は大都市圏に焦点を当てながらも、全国及び大都市圏以外のその他地域につ

いても併せて、超高齢社会の進展状況下における医療提供体制のあり方について、

病床・医師等の「2025・40 年の大都市圏等における定量的需給試算からみた医療提

供体制の提言と課題」を研究するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

② 本研究の検討対象は、医療提供体制の中核をなす下記項目とした。 

1 病院・診療所の将来入院・外来患者数 

2 病院・診療所の将来病床数・医師数 

      

③ 本研究の基本的検討方法は、前記検討対象について需要と供給の両側面から将来推

計を行い、将来の病床数・医師数の需給ギャップを求めることにより、医療提供体

制の課題を明らかにする方法をとった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

首都圏
(既成市街地・近郊整備地帯)

東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県・茨城県

近畿圏
(既成都市区域・近郊整備区域)

大阪府・京都府・兵庫県

中京圏
(都市整備区域)

愛知県

本研究での
大都市圏の定義

需要側からみた
患者・病床・医師等
に関する推計

供給側からみた
病床・医師等
に関する推計

需給ギャップ推計のための
ケース設定

将来の
病床・医師等の需給ギャップ

全国・大都市圏・その他地域別
患者・病床・医師等に関する

需給ギャップ推計

供給側推計のための
ケース設定

需要側推計のための
ケース設定



④ 推計に際しての検討年次は、国立社会保障・人口問題研究所によって、都道府県別

に将来人口推計がなされている下記の主要年次を設定した。  

   ○ 推計年次/2020 年、2025 年、2030 年、2040 年 

 

⑤  病床数にかかる将来需給ギャップ試算結果 

 

1) 全国・大都市圏・その他地域とも、2025・2040 年に、ほとんどのケースで病院・

診療所とも病床数が不足する。 

2) 大都市圏の病院は 2025・2040 年とも、受療率・在院日数減少の場合を除き、病床

数が不足する。 

3) 大都市圏の有床診療所は 2025・2040 年とも、受療率現状維持では不足し、受療率

減少の場合では病床数減少パターンと病床数は均衡。 

4) その他地域の病院は、2025 年供給病床減少パターンのとき、受療率・在院日数減

少のケースを除き不足する。 

5) その他地域の有床診療所も、2025・2040 年とも供給病床減少パターンのとき、受

療率・在院日数減少のケースを除き不足する。 

 

⑥ 医師数にかかる将来需給ギャップ試算結果 

 

1) 既存の不足医師数を加算しない需要医師数の場合、2025・2040 年の病院・診療所

の需要合計に対し、全国・大都市圏・その他地域とも入学定員 68 名増加でほとん

ど過剰。 

2) 既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合、全国の 2025 年ではどの供給ケー

スでもその他地域を中心に不足するが、2040 年では入学定員 210 名増加で全国的

には過剰になる。 

3) 既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合でも、大都市圏では 2025・2040 年

とも病院・診療所の需要合計に対し、入学定員 68 名増加で過剰。 

4) 既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合、大都市圏において病院・診療所の

合計全体で過剰となる中、診療所の医師が不足し病院は大きく過剰となる。 

5) 既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合、その他地域の病院・診療所合計で

は 2025・2040 年とも不足する。 

6) 既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合、その他地域の病院と診療所は 2025

年何れも不足するが、2040 年に病院は過剰となり診療所の医師は不足。 

7) 既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合、全国も 2025・2040 年に概ね病院

が過剰に、診療所は不足の状況に。 

 

⑦ 医療提供体制の考察・提言 

 

1) 将来に向けての病床数・医師数充足の課題は、当面の課題である 2025 年を中心に

しながら 2040 年も展望し、大都市圏・その他地域とも超長期的視点での対応を目

指すべき。 

 

(病床数について) 

2) 2025・2040 年に大都市圏・その他地域及び病院・有床診療所とも、入院患者に対

する病床が充足されない場合があり、現状の病床数維持を目指すべき。 

3) 特に病院においては大都市圏・その他地域とも病床数が不足し、最低でも現状の病

床数維持を目指すべき。 



4) 「社会保障制度改革国民会議」の医療・介護サービスにおける、全国の将来必要医

師数は過少推計であり見直しが必要である。 

5) 「第二期全国医療費適正化計画」(平成 25 年～29 年)は、その運用に際して在院日

数は病院と有床診療所を分け、最新の患者調査の結果により見直すべきである。 

6) 「地域医療ビジョン」策定に際しても、全国的な病床数や在院日数の見直し結果を

用いた策定が不可欠。 

 

(医師数について) 

7) 将来の医師数の需要については、「既存の不足医師数を加算した需要医師数」を前

提に、供給医師数の検討をすべき。 

8) 「社会保障制度改革国民会議」の医療・介護サービスにおける、全国の将来必要医

師数は多少過少推計であり、今後その見直しが必要である。 

9) 2025・2040 年とも地域的にも医師数充足を目指すために、医師の養成は全国的な

既存の医学部を持つ大学の定員増加による、長期的なバランスのとれた対応を。 

10)病院・診療所合計の医師数は 2025・2040 年とも大都市圏のみが充足され、大都市

圏集中からその他地域分散への医師の誘導策の導入が必要。 

11)病院から診療所への医師誘導策の導入を。 

12)診療所医師の高齢化への早急な対応の必要性。 
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Ⅰ 要約編 
以下、図表番号等については、参照し易いように本編と同じ番号を用いている。 

１ 研究の背景・目的・方法等 
 

（１） 研究の背景・目的 

戦後直後に生まれた団塊世代を中心に、我が国では全国的に地方圏を中心に既に超高齢

社会(一般的に、65 歳以上の人口が 21％以上の社会)が出現しており、そして今後大都市圏

において急速に高齢化が進み、特に 75 歳以上の後期高齢者が増加することが予想される。 

こうした状況は世界にも類を見ないものであり、超高齢社会における医療を取り巻く社

会的・地域的な様々な環境変化を明らかにした上、これまでにない社会環境に対応した医

療提供体制のあり方を総合的視点から明らかにすることが必要となっている。 

また、全国的な大都市圏以外のその他地域においては、既に超高齢社会が出現しており、

これら地域についても医療提供体制のあり方が課題となっている。 

そこで、まず本研究は大都市圏に焦点を当てながらも、全国及び大都市圏以外のその他

地域についても併せて、超高齢社会の進展状況下における医療提供体制のあり方について、

病床・医師等の「定量的需給試算からみた医療提供体制の提言と課題」を研究するもので

ある。 

 

（２） 本研究における大都市圏の定義 

本研究の対象は、「大都市圏」に焦点をあてるとともに、「全国」及び大都市圏以外の「そ

の他地域」についても併せて検討を行うこととした。 

そこで、本研究における大都市圏の定義として、「首都圏整備法」「近畿圏整備法」「中部

圏開発整備法」といった法律で定める圏域の都府県(参考 大都市圏整備計画)を取り上げた

上で、各圏域において実際に既に多くの高齢者人口が集積している、首都圏の「既成市街

地・近郊整備地帯」、近畿圏の「既成都市区域・近郊整備区域」、中部圏の「都市整備区域」

が多く広がっている、下記都府県とした。(表 1-2-1) 

 
表 1-2-1 本研究における大都市圏の定義 

 
 
 

 
 
 

 

首都圏
(既成市街地・近郊整備地帯)

東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県・茨城県

近畿圏
(既成都市区域・近郊整備区域)

大阪府・京都府・兵庫県

中京圏
(都市整備区域)

愛知県

首都圏整備法
東京都のほか、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、
千葉県、神奈川県、山梨県

近畿圏整備法
福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県

中部圏開発整備法
富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、
愛知県、三重県、滋賀県

資料:「首都圏整備計画」首都圏整備法、国土交通省

資料:「近畿圏整備計画」近畿圏整備法、国土交通省

資料:「中部圏整備計画」中部圏開発整備法、国土交通省

(参考)
大都市圏整備計画

本研究での
大都市圏の定義
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（３） 本研究の検討対象 

本研究の検討対象は、医療提供体制の中核をなす、下記項目とした。 

 

1 病院・診療所の将来入院・外来患者数 
2 病院・診療所の将来病床数・医師数 
 

（４） 本研究の検討方法 

本研究の基本的検討方法は、次の図のように、前記検討対象について需要と供給の両側

面から将来推計を行い、将来の病床数・医師等数の需給ギャップを求めることにより、医

療提供体制の課題を明らかにする方法をとった。(図 1-4-2、本編中の図表番号、以下同

様) 

 

（５） 推計年次 

推計に際しての検討年次は、国立社会保障・人口問題研究所によって、都道府県別に将

来人口推計がなされている下記の主要年次を設定した。 

なお、基準年については、関係する基礎統計の中でも需要把握の中心となる上、調査間

隔が 3年と長い患者調査の 2011 年を中心に、項目毎に適宜設定した。 

 

○ 推計年次/2020 年、2025 年、2030 年、2040 年 
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図 1-4-2 病床・医師数に関する検討方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国・大都市圏・その他地域別
病院・一般診療所(以後、診療所)
病床・医師等の需給ギャップ推計

病床・医師等の需要推計

病院・診療所の
入院・外来別

受療率

将来の
全国・都道府県別
5歳階級別人口

将来における
病院・診療所別の

入院・外来別患者数

病床数推計の
ケース設定

将来の需要側からみた
病院・診療所別の

病床数

医師数推計の
ケース設定

将来の需要側からみた
病院・診療所別の

医師数

病床数推計の
ケース設定

将来の供給側からみた
全国・都道府県別
病院・診療所別の

病床数

病床・医師等の供給推計

需給ギャップ推計のための
ケース組合せ

将来の
病院・診療所別の医師数需給ギャップ

将来の
病院・診療所別の病床数需給ギャップ

医師数推計の
ケース設定

将来の供給側からみた
全国・都道府県別
病院・診療所別の

医師数

2005・2010年
全国・都道府県別病院・診療所別

5歳階級別医師数

将来生命表から求められた
男女別５歳階級別生残率

全国・都道府県別病院・診療所別
医師社会移動率

医学部
入学定員・対前年定員増分・

臨床研修医数等

患者数推計のための
受療率ケース設定
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２ 推計の前提と推計方法 
 

（１） 需要側からみた病院・診療所の病床・医師数の推計方法等 

① 病院・診療所の入院・外来患者数の推計方法等 

需要側の推計の基準として受療率を位置づけ、これにより各種の推計を行った。 

受療率を需要側の基本としたのは、患者の受療特性をもとに病床数・医師数を求めるこ

とが、本研究のスタンスとして重要と考えたからである。すなわち、受療率は在院日数の

影響を受けるが、それ以外に病床数削減、受診抑制、保険未加入状況、患者の低所得層の

増加等様々な影響を受け、在院日数等を先に決めるものではないと考えたからである。 

そして、病院・診療所の入院・外来患者数の推計は、都府県別の受療率(年齢階層別人口

10 万人当たりの患者数)を設定し、これに該当都府県の将来人口推計値を掛けて求めた。 

 

将来入院・外来患者数＝設定された受療率×将来全国・都府県別 5 歳階級別人口 

 

将来患者数は、病院・診療所における受療率を下記のように設定して推計した。(表 3-1-

1、病院の場合) 

 

表 3-1-1 病院における入院患者・外来患者推計の前提（病院の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-1-2 全国病院の入院患者の受療率（年齢階層別人口 10 万人対） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(人口10万人対）

1996年1999年2002年2005年2008年2011年

404 387 365 349 363 340

150 141 117 110 96 99

235 214 189 163 149 148

425 375 328 292 261 250

549 493 428 388 336 317

898 843 762 678 581 529

1,501 1,389 1,236 1,142 1,048 992

2,456 2,354 2,152 2,041 1,809 1,668

5,968 5,683 5,345 5,142 4,667 4,386

1,109 1,106 1,081 1,089 1,044 1,028
注：患者及び人口は居住地ベースの各年齢階層別人口である（以下同様）

資料：「患者調査」厚生労働省

０～４歳

５～１４歳

１５～２４歳

２５～３４歳

３５～４４歳

４５～５４歳

５５～６４歳

６５～７４歳

７５歳以上

総数

病院全体の入院 過去６年間
（2005～2011年）

減少率

過去６年間
減少率で求めた

受療率

2140.856

1340.908

890.900

3310.974

4130.780

2590.817

9700.944

3,7410.853

1,3630.817

8620.869

病院入院患者 病院外来患者

ケース１
「受療率現状維持ﾊﾟﾀｰﾝ」

2011年の全国・都府県別受療率実績を
将来に適用する場合

2011年の全国・都府県別受療率実績を
将来に適用する場合

ケース２
「受療率減少ﾊﾟﾀｰﾝ」

全国・大都市圏受療率の
過去6年間（2005年～2011年）の平均減少率を

2011年の全国・都府県別実績値(注1)に
掛けて求めた受療率を

将来適用する場合

ケース３
「受療率減少病院外来移行

ﾊﾟﾀｰﾝ」

ケース２で求めた将来外来患者数の内
１割が診療所に移行する場合

全国・大都市圏受療率の
過去6年間（2005年～2011年）の平均減少率を

2011年の全国・都府県別実績値(注1)に
掛けて求めた受療率を
将来に適用する場合

注1:2011年に値がない場合は、受療率を0とする。
注2:2005年に値がない場合は、2011年の受療率実績値を用いる。
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表 3-1-3 全国診療所の入院患者の受療率（年齢階層別人口 10 万人対） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 需要側からみた病院・診療所の病床数の推計方法等 

入院・外来患者を基に、「2011 年の全国・都府県別病院・診療所の病床利用率実績」を適

用し、「Ａ 2011 年の全国・都府県別平均在院日数実績を適用する場合」と、「Ｂ 全国・大

都市圏平均在院日数の過去６年間（2005 年～2011 年）の減少率を 2011 年の全国・大都市

圏別実績値に掛けて求めた平均在院日数を将来に適用」して、病院・診療所における病床

数を求める方法によって、需要側からみた将来の病床数を推計した。(表 4-1-1) 

 

表 4-1-1 需要側からみた病院の病床数推計の前提（病院の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-1-4 病院全体の全国・大都市圏別退院患者平均在院日数（患者所在地）の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(人口10万人対）

1996年1999年2002年2005年2008年2011年

73 63 16 11 7 9

3 2 2 1 1 1

22 19 16 12 10 8

62 56 47 31 31 30

28 23 20 16 13 13

37 27 22 18 15 9

66 49 40 34 25 20

114 106 92 75 51 45

390 389 339 345 267 212

67 64 58 56 47 41
注：患者及び人口は居住地ベースの各年齢階層別人口である（以下同様）

資料：「患者調査」厚生労働省

過去６年間
（2005～2011年）

減少率

過去６年間
減少率で求めた

受療率

0.818 7

1.000 1

0.667 5

0.968 29

0.813 11

0.500 5

0.588 12

0.600 27

0.614 130

0.732 30総数

７５歳以上

６５～７４歳

５５～６４歳

４５～５４歳

３５～４４歳

２５～３４歳

１５～２４歳

５～１４歳

０～４歳

入院診療所

病院病床利用率

２０１１年の
全国・都府県別

平均在院日数実績
を適用する場合

全国・大都市圏平均在院日数の
過去６年間（２００５年～２０１１年）の

減少率を
２０１１年の全国・大都市圏別

実績値に掛けて求めた平均在院日数
を将来に適用する場合

ケース１
「受療率現状維持

ﾊﾟﾀｰﾝ」

ケース１－Ａ
「受療率在院日数現状維持

ﾊﾟﾀｰﾝ」

ケース１－Ｂ
「受療率現状維持在院日数減少

ﾊﾟﾀｰﾝ」

ケース２
「受療率減少ﾊﾟﾀｰﾝ」

ケース３
「受療率減少病院外来

移行ﾊﾟﾀｰﾝ」

病院
入院患者

及び外来患者
推計パターン

平均在院日数

２０１１年の
全国・都府県別病院全体の

病床利用率実績
を適用する場合

ケース２・３－Ａ
「受療率減少在院日数現状維持

ﾊﾟﾀｰﾝ」

ケース２・３－Ｂ
「受療率在院日数減少

ﾊﾟﾀｰﾝ」

１９９６年 １９９９年 ２００２年 ２００５年 ２００８年 ２０１１年

東京都 40.4 38.0 35.7 33.9 31.8 29.6 － －
神奈川県 32.4 32.3 30.6 29.8 28.8 26.9 － －

埼玉県 36.6 33.8 33.8 37.6 37.2 35.2 － －

千葉県 34.6 30.4 32.7 33.0 35.5 28.5 － －

茨城県 37.8 33.8 33.4 38.1 35.6 34.2 － －
36.4 33.7 33.2 34.5 33.8 30.9 0.861 26.6

大阪府 42.5 41.4 38.1 35.5 32.0 30.2 － －

兵庫県 39.9 38.2 34.9 36.8 32.1 33.1 － －

京都府 42.9 41.9 42.9 35.2 33.1 32.1 － －
41.8 40.5 38.6 35.8 32.4 31.8 0.861 27.4

中京圏 愛知県 41.8 34.8 36.2 36.8 31.6 29.5 0.861 25.4

40.0 36.3 36.0 35.7 32.6 30.7 0.861 26.4
43.4 41.8 40.1 39.2 37.4 34.3 0.875 30.0

資料：「患者調査」厚生労働省

全国

退院患者平均在院日数（病院）
全国・大都市圏

平均の過去6年間
（2005～2011年）

増減率を適用

全国・大都市圏
平均の過去6年間
増減率で求めた
平均在院日数

大
都
市
圏

首
都
圏

平均

近
畿
圏

平均

平均
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表 4-2-3 診療所の全国・大都市圏別退院患者平均在院日数（患者所在地）の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3-1 全国の病院・診療所における病床数の将来需要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3-2 大都市圏の病院・診療所における病床数の将来需要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,872.4
1,798.5 1,712.4

2,056.1 2,041.0

1,788.1

1,774.9

1,704.8 1,692.1

1,484.5
1,473.5

1,000.0

1,200.0

1,400.0

1,600.0

1,800.0

2,000.0

2,200.0

2,400.0

2,600.0
（千床）

需要側 ケース1-A

受療率在院日数現状維持パターン

需要側 ケース1-B

受療率現状維持在院日数増減パターン

需要側 ケース2・3-A

受療率増減在院日数現状維持パターン

需要側 ケース2・3-B

受療率在院日数増減パターン

696.1
678.6

659.1

849.6
861.2

739.2
749.3

699.5
708.3

606.6 614.4

500.0

550.0

600.0

650.0

700.0

750.0

800.0

850.0

900.0
（千床）

需要側 ケース1-A

受療率在院日数現状維持パターン

需要側 ケース1-B

受療率現状維持在院日数減少パターン

需要側 ケース2・3-A

受療率増減在院日数現状維持パターン

需要側 ケース2・3-B

受療率増減在院日数増減パターン

１９９６年 １９９９年 ２００２年 ２００５年 ２００８年 ２０１１年

東京都 14.0 19.2 6.9 12.7 16.2 16.8 － －
神奈川県 6.9 27.8 14.7 20.2 23.1 35.0 － －

埼玉県 15.6 7.8 8.6 11.7 11.2 12.1 － －

千葉県 8.3 6.9 4.7 13.5 17.4 33.6 － －

茨城県 12.2 12.0 19.3 21.1 17.0 8.2 － －
11.4 14.7 10.8 15.8 17.0 21.1 1.052 22.2

大阪府 7.1 7.4 30.4 7.6 14.1 15.0 － －

兵庫県 9.6 9.1 14.4 12.2 16.0 39.5 － －

京都府 8.1 5.1 7.6 23.8 6.6 5.0 － －
8.3 7.2 17.5 14.5 12.2 19.8 1.052 20.9

中京圏 愛知県 12.4 15.7 6.8 19.2 13.8 11.2 1.052 11.8

10.7 12.5 11.7 16.5 14.3 17.4 1.052 18.3
22.2 19.3 19.0 21.6 18.5 17.5 0.810 14.2

資料：「患者調査」厚生労働省

全国

退院患者平均在院日数（診療所）
全国・大都市圏

平均の過去6年間
（2005～2011年）

増減率を適用

全国・大都市圏
平均の過去6年間
増減率で求めた
平均在院日数

大
都
市
圏

首
都
圏

平均

近
畿
圏

平均

平均
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図 4-3-3 その他地域の病院・診療所における病床数の将来需要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 需要側からみた病院・診療所の医師数の推計方法等 

ⅰ）病院の医師数の推計方法等 

入院・外来患者を基に医師数の推計式を試行錯誤した結果、論理的に整合がつく下記の

基本推計式（下線部分）によって将来医師数を求め、これによって推計した医師数に、「病

院等における必要医師数実態調査」における「病院の必要(不足)正規医師数」(平成 22 年

6 月 1 日現在、波線部分)をケースによっては加算することによって、需要側からみた将来

の医師数を推計した。(表 4-1-5、7) 

 

＜需要側からみた病院の将来の病床数の推計式＞ 

 

● 将来医師数＝(α×65 歳以上人口＋β×外来患者数＋定数) 

＋(病院の必要(不足)正規医師数) 

 

表 4-1-5 需要側からみた病院の医師数推計の前提 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,176.2

1,119.9

1,053.3

1,206.5
1,179.8

1,048.9

1,025.6
1,005.7

984.4

877.9
859.1

500.0

600.0

700.0

800.0

900.0

1,000.0

1,100.0

1,200.0

1,300.0

（千床）

需要側 ケース1-A

受療率在院日数現状維持パターン

需要側 ケース1-B

受療率現状維持在院日数減少パターン

需要側 ケース2・3-A

受療率増減在院日数現状維持パターン

需要側 ケース2・3-B

受療率在院日数増減パターン

６５歳以上人口 病院外来患者 医師数推計式
推計値に加算する

不足医師数

ケース１
「受療率現状維持

ﾊﾟﾀｰﾝ」

２０１１年の全国・都府県別
受療率実績を将来に適用する場合

－

ケース２
「受療率減少

不足医師加算ﾊﾟﾀｰﾝ」

全国・大都市圏受療率の
過去６年間（２００５年～２０１１年）

の平均減少率を
２０１１年の全国・都府県別実績値

に掛けて求めた受療率を
将来適用する場合

ケース３
「受療率減少病院外来移行・

不足医師加算ﾊﾟﾀｰﾝ」

ケース２で求めた
将来外来患者数の内

１割が診療所に移行する場合

「地域別将来推計人口
（平成２５年６月推計）」

を適用する場合

全国・大都市圏別の
65歳以上人口・

外来患者数
を説明変数とする

医師数推計式

「病院等における
必要医師数実態
調査」における

病院の必要(不足)
正規医師数
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表 4-1-7 「病院等における必要医師数実態調査」の病院現員医師に対する必要(不足)正規医師数 

（平成 22 年 6 月 1 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-4 全国の病院における医師数の将来需要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-5 大都市圏の病院における医師数の将来需要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）

計 正規 短時間 非常勤 計 正規 短時間 非常勤 計 正規 短時間 非常勤

東京都 1,589 1,387 29 173 931 748 24 159 658 639 5 14

神奈川県 694 641 22 33 555 524 8 23 139 117 12 10

埼玉県 647 585 22 40 529 486 13 30 118 99 9 10

千葉県 754 692 31 31 602 550 25 27 152 142 6 4

茨城県 466 413 25 28 421 378 17 26 45 35 8 2

小計 4,150 3,718 129 305 3,037 2,686 87 264 1,113 1,032 40 41

大阪府 1,163 1,018 28 117 940 820 25 95 223 198 3 22

京都府 460 369 14 77 414 324 15 75 46 45 -1 2

兵庫県 956 883 34 39 793 737 25 31 163 146 9 8

小計 2,579 2,270 76 233 2,147 1,881 65 201 432 389 11 32

中京圏 愛知県 853 818 19 16 678 644 18 16 175 174 1 0

大都市計 7,581 6,806 224 553 5,862 5,211 170 481 1,720 1,595 52 73

その他地域 15,327 13,838 529 958 11,631 10,594 406 631 3,697 3,244 125 328

 全国 22,909 20,644 753 1,512 17,493 15,805 576 1,112 5,416 4,839 177 400
※　非常勤は、週当たり延べ勤務時間数を４０時間で除して常勤換算した人数である。

資料：「病院等における必要医師数実態調査」厚生労働省、平成２２年６月１日現在

病院必要（不足）医師数 B=C+D

求人医師数 C 非求人医師数 Ｄ

都道府県

大
都
市

圏

首
都

圏

近

畿
圏

72.3

78.0

90.3

110.5

122.2
110.7

122.3

106.5

118.1

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

130.0

140.0

150.0
（千人）

需要側 ケース1

受療率現状維持ﾊﾟﾀｰﾝ

需要側 ケース2

受療率減少・不足医師加算ﾊﾟﾀｰﾝ

需要側 ケース3

受療率減少病院外来移行・不足医師加算ﾊﾟ

ﾀｰﾝ
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図 4-1-6 その他地域の病院における医師数の将来需要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）診療所の医師数の推計方法等 

医師数の推計は、病院と同様に説明変数を試行錯誤した結果、まず下記のように一度「65

歳以上人口」を説明変数として診療所数を求め、次に診療所数と年次(西暦年)を説明変数

として医師数を求めた。 

そして、推計式によって求めた医師数に、「病院等における必要医師数実態調査」におけ

る「診療所の必要(不足)正規医師数」(平成 22 年 6 月 1 日現在、波線部分)をケースによっ

ては加算することによって、需要側からみた将来の医師数を推計した。(表 4-2-4、6) 

 

＜需要側からみた診療所の将来の医師数の推計式＞ 

 

● 将来医師数＝(β×(診療所数、α×65 歳以上人口＋定数)＋γ×西暦年＋定数) 

＋(診療所の必要(不足)正規医師数) 

 

表 4-2-4 需要側からみた診療所の医師数推計の前提 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明変数/診療所数
の推計結果

説明変数/年次

説明変数/６５歳以上人口

ケース１
「人口推移反映ﾊﾟﾀｰﾝ」

－

ケース２
ケース３

「人口推移反映
不足医師加算ﾊﾟﾀｰﾝ」

「病院等における
必要医師数実態
調査」における

診療所の必要(不足)
正規医師数

「地域別将来推計人口
（平成２５年６月推計）」

を適用する場合

医師数の推計

西暦年

推計値に加算する
不足医師数

86.8
90.3

98.0

113.4
110.0

123.5

120.4

121.5

118.7

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

110.0

120.0

130.0

140.0

150.0

（千人）

需要側 ケース1

受療率現状維持ﾊﾟﾀｰﾝ

需要側 ケース2

受療率減少・不足医師加算ﾊﾟﾀｰﾝ

需要側 ケース3

受療率減少病院外来移行・不足医師加算ﾊﾟﾀｰ

ﾝ
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表 4-2-6 「病院等における必要医師数実態調査」の診療所分娩取扱い医師の必要(不足)医師数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2-4 全国の診療所における医師数の将来需要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2-5 大都市圏の診療所における医師数の将来需要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人）

計 正規 短時間 非常勤 計 正規 短時間 非常勤 計 正規 短時間 非常勤

東京都 67 49 2 16 45 29 1 15 22 20 1 1

神奈川県 23 20 0 1 21 18 2 1 2 2 0 0

埼玉県 58 44 10 4 43 38 4 1 15 6 6 3

千葉県 50 40 3 7 37 30 3 4 12 10 0 2

茨城県 26 22 3 1 19 15 3 1 7 7 0 0

小計 224 175 18 29 165 130 13 22 59 45 7 7

大阪府 56 43 3 10 42 33 1 8 14 10 2 2

京都府 31 27 2 2 22 21 0 1 9 6 2 1

兵庫県 31 25 2 4 28 23 2 3 3 2 0 1

小計 118 95 7 16 92 77 3 12 26 18 4 4

中京圏 愛知県 75 64 7 4 50 44 5 1 25 20 2 3

大都市計 417 334 32 49 307 251 21 35 110 83 13 14

その他地域 707 610 32 67 489 432 20 37 218 178 10 30

 全国 1,125 944 64 117 797 683 41 73 328 261 23 44
※　非常勤は、週当たり延べ勤務時間数を４０時間で除して常勤換算した人数である。

資料：「病院等における必要医師数実態調査」厚生労働省、平成２２年６月１日現在

都道府県

大
都
市

圏

首
都

圏

近

畿
圏

診療所必要（不足）医師数 B=C+D

求人医師数 C 非求人医師数 Ｄ

43.5

46.7

50.5

59.0

67.1

53.8

59.4

67.5

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0
（千人）

需要側 ケース1

人口推移反映ﾊﾟﾀｰﾝ

需要側 ケース2・3

人口推移反映及び不足医師加算ﾊﾟﾀｰﾝ
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図 4-2-6 その他地域の診療所における医師数の将来需要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 供給側からみた病院・診療所の病床・医師数の推計方法等 

① 供給側からみた病院・診療所の病床数の推計方法等 

供給側からみた病院・診療所における病床数の推計方法は、病院・診療所特に診療所に

おける病床数が激減していることから、これによって将来の推計式を構築すると、診療所

において近い将来ゼロとなるケースもあり現実的でない。このため、過去６年間（2005 年

～2011 年）の病院・診療所における減少率を 2011 年の値に掛けることによって、将来の代

替案を設定することとした。(表 5-1-1、2)  

表 5-1-1 供給側からみた病院・診療所における病床数推計の前提 

 

 

 

 

 

表 5-1-2 供給側からみた病院全体の全国・大都市圏病床数の過去 6年間（2005 年～2011 年）の

減少率を 2011 年の全国・大都市圏別実績値に掛けて求めた病床数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病院全体病床数 診療所病床数

ケースⅠ
(病床数現状維持ﾊﾟﾀｰﾝ)

ケースⅡ
(病床数減少ﾊﾟﾀｰﾝ)

２０１１年の全国・都府県別
病床数実績を適用する場合

全国・大都市圏病床数の
過去６年間（２００５年～２０１１年）の減少率を

２０１１年の全国・大都市圏別実績値に掛けて求めた
病床数を適用する場合

47.0
48.5

50.0

56.7

61.7

57.3 62.3

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0
（千人）

需要側 ケース1

人口推移反映ﾊﾟﾀｰﾝ

需要側 ケース2・3

人口推移反映及び不足医師加算ﾊﾟﾀｰﾝ

１９９６年 １９９９年 ２００２年 ２００５年 ２００８年 ２０１１年

東京都 134,848 131,134 130,932 131,097 128,243 127,380 － －

神奈川県 74,943 74,822 75,628 75,528 74,206 73,834 － －
埼玉県 59,423 60,150 61,475 62,512 62,986 62,475 － －

千葉県 54,670 55,717 56,415 56,309 56,488 56,909 － －

茨城県 33,524 33,069 33,377 33,126 33,025 32,376 － －
357,408 354,892 357,827 358,572 354,948 352,974 0.983 347,103

大阪府 120,062 116,108 113,860 110,676 109,503 108,584 － －

兵庫県 63,691 64,235 64,729 64,908 64,760 63,890 － －
京都府 37,883 37,593 36,996 36,433 36,598 36,187 － －

221,636 217,936 215,585 212,017 210,861 208,661 0.983 205,191

中京圏 愛知県 71,262 70,029 70,313 69,503 68,316 67,811 0.983 66,683

650,306 642,857 643,725 640,092 634,125 629,446 0.983 618,977
1,664,629 1,648,217 1,642,593 1,631,473 1,609,403 1,583,073 0.970 1,536,109

資料：「医療施設調査」厚生労働省

病院全体の病床数
全国・大都市圏

平均の過去6年間
（2005～2011年）

増減率

全国・大都市圏
平均の過去6年間
増減率で求めた

病床数

全国

大
都
市
圏

首
都
圏

小計

近
畿
圏

小計

計
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② 供給側からみた病院・診療所の医師数の推計方法等 

供給側からみた医師数の推計は、都道府県別人口予測手法を適用し、将来生命表から求

められた５歳階級別生残率を用いて、2010 年の 5歳階級別医師数を基に、2005～2010 年に

かけての 5 年間の社会移動率を用いて、2020・2025・2030・2040 年の将来値を推計した。 

推計の代替案としては、文部科学省が定めている 2015～2019 年（平成 27～31 年）の、

医学部対前年定員増分規定を参考に３案設定し(１医学部入学定員 140 名上限)、この新た

な臨床研修医が毎年医師数として増加するものとし、上記方法に加味することにより将来

を推計した。（表 5-2-1） 

具体的なプロセスとしては、下記の作業を繰り返すことによって、将来の病院・診療所

別の 5 歳階級別全国・大都市圏（首都圏・近畿圏・中京圏別）及びその他地域別の将来医

師数を求めた。 

 

ⅰ）2010 年（平成 22 年）から 2015 年（平成 27 年）の病院・診療所別の 5 歳階級別全

国・都道府県別封鎖医師数を求める。 

ⅱ）2015 年（平成 27 年）の封鎖医師数に、病院・診療所の将来大学卒業臨床研修医を加

えた後、5歳階級別の全国・都道府県別病院・診療所別社会移動率実績を掛けること

によって、2015 年（平成 27 年）の病院・診療所別の 5歳階級別全国・都道府県別将

来医師数を求める。 

 

表 5-2-1 供給側からみた病院・診療所における医師数推計の前提 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(人)

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 平成３１年

(実績) (実績) (実績) (実績) (実績)

ケースⅠ
「入学定員68名

増加ﾊﾟﾀｰﾝ」
68 68 68 68 68

ケースⅡ
「入学定員140名

増加ﾊﾟﾀｰﾝ」
140 140 140 140 140

ケースⅢ
「入学定員210名

増加ﾊﾟﾀｰﾝ」
210 210 210 210 210

ケースⅠ
「入学定員68名

増加ﾊﾟﾀｰﾝ」
9,137 9,205 9,273 9,341 9,409

ケースⅡ
「入学定員140名

増加ﾊﾟﾀｰﾝ」
9,209 9,349 9,489 9,629 9,769

ケースⅢ
「入学定員210名

増加ﾊﾟﾀｰﾝ」
9,279 9,489 9,699 9,909 10,119

ケースⅠ
「入学定員68名

増加ﾊﾟﾀｰﾝ」
115.7 116.5 117.4 118.2 119.1

ケースⅡ
「入学定員140名

増加ﾊﾟﾀｰﾝ」
116.6 118.3 120.1 121.9 123.7

ケースⅢ
「入学定員210名

増加ﾊﾟﾀｰﾝ」
117.5 120.1 122.8 125.4 128.1

資料：文部科学省・高等教育局医学教育課

医学部対前年定員増加分

360 77 68 50 28

医学部定員

8,846 8,923 8,991 9,041 9,069

国公私立大学1校平均医学部定員(79大学)

112.0 112.9 113.8 114.4 114.8
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ⅲ) 前記社会移動率は、2005 年（平成 17 年）の 5 歳階級別医師数実績から、まず 2010

年（平成 22 年）の封鎖医師数（5年後に生残している医師数）を求め、これに病院・

診療所の新たな臨床研修医数を加えた後、（2010 年実績医師数／（2005 年実績から求

めた 5年後の封鎖医師数＋5年間の臨床研修医数））の比率（有効数字下 5ケタ）を、

全国・都道府県別の 5歳階級別男女別社会移動率とする。(表 5-2-6・7)。 

ⅳ）上記作業を繰り返すことによって、2015 年（平成 27 年）・2020 年（平成 32 年）・2025

年（平成 37 年）・2030 年（平成 42 年）・2035 年（平成 47 年）・2040 年（平成 52 年）

の、最終的な病院・診療所別の５歳階級別全国・都道府県別将来医師数を求める。 

 

図 5-2-7 全国の病院・診療所合計医師数の将来供給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-8 大都市圏の病院・診療所合計医師数の将来供給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

115.8

124.8

173.7

193.0

174.4

196.2

140.8

175.0

199.3

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

200.0

220.0
（千人）

供給側 ケースⅠ

入学定員68名増加パターン

供給側 ケースⅡ

入学定員140名増加パターン

供給側 ケースⅢ

入学定員210名増加パターン

注：枠内は供給側ケースの値

249.6

263.5

340.4

365.6
341.6

371.5

288.9

342.8

377.2

200.0

220.0

240.0

260.0

280.0

300.0

320.0

340.0

360.0

380.0

400.0
（千人）

供給側 ケースⅠ

入学定員68名増加パターン

供給側 ケースⅡ

入学定員140名増加パターン

供給側 ケースⅢ

入学定員210名増加パターン

注：枠内は供給側ケースの値
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図 5-2-9 その他地域の病院・診療所合計医師数の将来供給 
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① 全国・大都市圏・その他地域とも、2025・2040 年に、 

ほとんどのケースで病院・診療所とも病床数が不足する 

全国・大都市圏・その他地域の、病院・診療所合計、病院、診療所において、2025・2040

年とも、病床数が減少パターン(ケースⅡ)の場合、一つのケース(ケース 2・3B 受療率在院

日数とも増減)を除き、需要側(黒線)が供給側(グレーの線、枠内数値)を概ね上回り、病床

数が不足することになる。(図 6-1-1～3) 

この場合の需要と供給のギャップを 2025 年でみると、全国の病院・診療所では、病床減

少した場合の供給病床数 1,636.3 千床(枠内の数値)に対し、最も不足する場合の受療率在

院日数現状維持の場合は、－419.8 千床も不足する。 

また、病床数が現状維持パターン(ケースⅠ)の場合でも、特に 2025・2040 年とも大都市

圏では、一つのケース(ケース 2・3B 受療率増減在院日数とも増減)を除き、需要側が供給

側を上回り、病床が不足する。(図 6-1-2) 

なお、全国・大都市圏・その他地域の、病院・診療所合計、病院、診療所の需給ギャップ

は、2025・2040 年とも、「本編、表 6-1-2～7」に示す。(本編、表 6-1-2～7、以下同様) 

 

図 6-1-1 全国の病院・診療所における病床数の将来需給比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1-2 大都市圏の病院・診療所における病床数の将来需給比較 
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図 6-1-3 その他地域の病院・診療所における病床数の将来需給比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 大都市圏の病院は 2025・2040 年とも、 

受療率・在院日数減少の場合を除き、病床数が不足する 

大都市圏の病院は 2025・2040 年とも、過去 6年間と同様の入院受療率減少かつ平均在院

日数減少の場合(ケース 2・3B)を除き、供給病床数が現状維持・減少(供給側ケースⅠ・Ⅱ)

の何れの場合でも、病床数が不足する。(図 6-1-4) 

この場合の需要と供給のギャップを 2025 年でみると、病床数が減少した場合の供給病床

数 619.0 千床(枠内の数値)に対し、最も不足する場合の受療率在院日数現状維持の場合の

需要病床数は 810.0 千床で、－191.0 千床も不足する。（本編、表 6-1-4 中段） 

また 2025 年の供給病床数との関係は、不足する在院日数現状維持の場合(ケース 2・3A、

平均在院日数30.7日)のマイナスの値と、充足する在院日数が減少する場合(ケース2・3B、

平均在院日数 26.4 日)のプラスの値は、その絶対値が比較的近いことから、26.4～30.7 日

の中間程度（28.6 日）の在院日数で供給病床数に対応すると考えられる。（本編、表 6-1-4

中段） 

図 6-1-4 大都市圏の病院における病床数の将来需給比較 

③  

④  

⑤  

⑥  

⑦  

⑧  

⑨  

⑩  

⑪  

⑫  
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③  大都市圏の有床診療所は 2025・2040 年とも、受療率現状維持では不足し、 

受療率減少の場合では病床数減少パターンと病床数は均衡 

大都市圏の有床診療所は 2025・2040 年とも、供給パターンが何れでも、受療率現状維持

では不足する。(図 6-1-5) 

この場合の需要と供給のギャップを 2025 年でみると、病床減少パターンの供給病床数

22.9 千床(枠内の数値)に対し、最も不足する場合の受療率現状維持在院日数増減の場合の

需要病床数は 41.8 千床で、－18.9 千床不足する。（本編、表 6-1-4 下段） 

また、過去 6 年間と同様の入院受療率増減を考慮した場合は、病床減少パターンの供給

病床数とほぼ同じ結果となった。(図 6-1-5) 

 

図 6-1-5 大都市圏の有床診療所における病床数の将来需給比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ その他地域の病院は、2025 年供給病床減少パターンのとき、 

受療率・在院日数減少のケースを除き不足する 

大都市圏以外のその他地域の病院は、2025 年供給病床減少パターンのとき、受療率・在

院日数減少のケースを除き、いずれの場合も病床が不足する。(図 6-1-6) 

この 2025 年の需要と供給のギャップをみると、病床減少パターンの供給病床数 917.1 千

床(枠内の数値)に対し、最も不足する場合の受療率在院日数現状維持の場合の需要病床数

は 1,084.4 千床で、最大－167.2 千床不足する。（本編、表 6-1-6 中段） 

また 2040 年でも、供給病床減少パターンのとき、受療率・在院日数減少のケースを除き、

概ね病床が不足する。(図 6-1-6) 

この 2040 年の需要と供給のギャップをみると、病床減少パターンの供給病床数 917.1 千

床(枠内の数値)に対し、最も不足する場合の受療率在院日数現状維持の場合の需要病床数

は 1,058.8 千床で、最大－141.6 千床不足する。（本編、表 6-1-7 中段） 
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図 6-1-6 その他地域の病院における病床数の将来需給比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ その他地域の有床診療所も、2025・2040 年とも供給病床減少パターン 

のとき、受療率・在院日数減少のケースを除き不足する 

大都市圏以外のその他地域の有床診療所も、2025・2040 年とも供給病床減少パターンの

とき、受療率・在院日数増減のケースを除き、いずれの場合も病床が不足する。(図 6-1-7) 

この場合の需要と供給のギャップを 2025 年でみると、病床減少パターンの供給病床数

77.3 千床(枠内の数値)に対し、最も不足する場合の受療率在院日数現状維持の場合の需要

病床数は 122.1 千床で、最大－44.8 千床不足する。（本編、表 6-1-6 下段） 

また 2040 年でも、供給病床減少パターンのとき、受療率・在院日数増減のケースを除き、

病床が不足する。(図 6-1-7) 

この 2040 年の需要と供給のギャップをみると、病床減少パターンの供給病床数 77.3 千

床(枠内の数値)に対し、最も不足する場合の受療率在院日数現状維持の場合の需要病床数

は 121.1 千床で、最大－43.7 千床不足する。（本編、表 6-1-7 下段） 

 

図 6-1-7 その他地域の有床診療所における病床数の将来需給比較 
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(２）医師数にかかる将来需給比較の組合せと需給ギャップ試算結果 
「需要側からみた医師数の推計結果」と「供給側からみた医師数の推計結果」の、下記

のような比較（需給ギャップ）分析を目指し、病院・診療所及び病院と診療所合計につい

て、主に 2025 年・2040 年及び全国・大都市圏・その他地域に分けグラフ化した。(表 6-

1-1，図 6-2-1～9) 

需要側のケース１とケース 2・3 は、現状での不足医師数を需要として加算しない場合

と、加算する場合に大きく分けられる。(表 6-2-1) 

なお、下記比較の組み合わせで行った医師数の需給ギャップ試算について、全国・大都

市圏・その他地域に分け、2025 年と 2040 年について本編の表 6-2-2～7 に示した。表中の

マイナスの数値は医師数の不足を、プラスの数値及びグレーの枠は充足を表す。(本編、

表 6-2-2～7) 

これら結果の主要なポイントについて、以下に示す。 

 

表 6-2-1  医師数にかかる将来需給比較の組合せ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ケース１
受療率現状維持・人口推移反映

ﾊﾟﾀｰﾝ

ケース２
受療率減少・人口推移反映及び

不足医師加算ﾊﾟﾀｰﾝ

ケース３
受療率減少病院外来移行・人口推移

反映及び不足医師加算ﾊﾟﾀｰﾝ

ケースⅠ
「入学定員68名

増加ﾊﾟﾀｰﾝ」

医師数
需給ギャップ

１－Ⅰ

医師数
需給ギャップ

２－Ⅰ

医師数
需給ギャップ

３－Ⅰ

ケースⅡ
「入学定員140名

増加ﾊﾟﾀｰﾝ」

医師数
需給ギャップ

１－Ⅱ

医師数
需給ギャップ

２－Ⅱ

医師数
需給ギャップ

３－Ⅱ

ケースⅢ
「入学定員210名

増加ﾊﾟﾀｰﾝ」

医師数
需給ギャップ

１－Ⅲ

医師数
需給ギャップ

２－Ⅲ

医師数
需給ギャップ

３－Ⅲ

ケース１
受療率現状維持ﾊﾟﾀｰﾝ

ケース２
受療率減少及び不足医師加算

ﾊﾟﾀｰﾝ

ケース３
受療率減少病院外来移行及び不足

医師加算ﾊﾟﾀｰﾝ
ケースⅠ

「入学定員68名
増加ﾊﾟﾀｰﾝ」

医師数
需給ギャップ

１－Ⅰ

医師数
需給ギャップ

２－Ⅰ

医師数
需給ギャップ

３－Ⅰ
ケースⅡ

「入学定員140名
増加ﾊﾟﾀｰﾝ」

医師数
需給ギャップ

１－Ⅱ

医師数
需給ギャップ

２－Ⅱ

医師数
需給ギャップ

３－Ⅱ
ケースⅢ

「入学定員210名
増加ﾊﾟﾀｰﾝ」

医師数
需給ギャップ

１－Ⅲ

医師数
需給ギャップ

２－Ⅲ

医師数
需給ギャップ

３－Ⅲ

ケース１
人口推移反映ﾊﾟﾀｰﾝ

ケース２
人口推移反映及び不足医師加算

ﾊﾟﾀｰﾝ

ケース３
人口推移反映及び不足医師加算

ﾊﾟﾀｰﾝ
ケースⅠ

「入学定員68名
増加ﾊﾟﾀｰﾝ」

医師数
需給ギャップ

１－Ⅰ

医師数
需給ギャップ

２－Ⅰ

医師数
需給ギャップ

３－Ⅰ
ケースⅡ

「入学定員140名
増加ﾊﾟﾀｰﾝ」

医師数
需給ギャップ

１－Ⅱ

医師数
需給ギャップ

２－Ⅱ

医師数
需給ギャップ

３－Ⅱ
ケースⅢ

「入学定員210名
増加ﾊﾟﾀｰﾝ」

医師数
需給ギャップ

１－Ⅲ

医師数
需給ギャップ

２－Ⅲ

医師数
需給ギャップ

３－Ⅲ

需要側

需要側

供給側

需要側

供給側

病院・
診療所

診療所

病院

供給側
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① 既存の不足医師数を加算しない需要医師数の場合(需要側ケース 1)、 

2025・2040 年の病院・診療所の需要合計に対し、 

  全国・大都市圏・その他地域とも入学定員 68 名増加でほとんど過剰 

既存の不足医師数（表 4-1-7、表 4-2-6 参照）を加算しない需要医師数の場合(需要側ケ

ース 1)、2025・2040 年の病院・診療所の需要合計は、全国・大都市圏・その他地域とも、

その他地域の 2025 年のみを除き、入学定員 68 名増加(供給側ケースⅠ)で医師数が過剰と

なる。(図 6-2-1～3) 

この場合の需要と供給のギャップをみると、全国の 2025 年では供給医師数 340.4 千人

(枠内の数値)に対し需要医師数は 339.7 千人と 0.7 千人の過剰、2040 年では前者の 365.6

千人に対し需要医師数は 361.1 千人と 4.5 千人の過剰となる。(図 6-2-1、本編 表 6-2-2、

3、上段) 

また、大都市圏の 2025 年では、供給医師数 173.7 千人(枠内の数値)に対し需要医師数は

169.5 千人と 4.2 千人の過剰、2040 年では前者の 193.0 千人に対し需要医師数は 189.4 千

人と 3.7 千人の過剰となる。(図 6-2-2、本編 表 6-2-4、5、上段) 

そして、その他地域でも、2025 年では供給医師数 166.7 千人(枠内の数値)に対し需要医

師数は 170.1 千人と不足するがその数は 3.5 千人に止まり、2040 年では前者の 172.5 千人

に対し需要医師数は 171.7 千人と 0.8 千人ではあるが過剰となる。(図 6-2-3、本編 表 6-

2-6、7、上段) 

 

図 6-2-1 全国の病院・診療所合計医師数の将来需給比較 
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図 6-2-2 大都市圏の病院・診療所合計医師数の将来需給比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2-3 その他地域の病院・診療所合計医師数の将来需給比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合 (需要側ケース 2・3)、 

全国の 2025 年ではどの供給ケースでもその他地域を中心に不足するが、 

2040 年では入学定員 210 名増加で全国的には過剰になる 

既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合(需要側ケース 2・3)、何れの供給ケー

スの場合でも、2025 年では大都市圏を除くその他地域を中心に全国的に、医師数が不足

となる。(図 6-2-1～3) 

この場合全国の需要と供給のギャップをみると、最も不足となる供給側ケースⅠと需

要側ケース 2を比較した場合、その供給医師数 340.4 千人(枠内の数値)に対し需要医師

数は 350.8 千人と－10.4 千人不足する。(図 6-2-1、本編 表 6-2-2、上段) 

一方、2040 年の全国をみた場合、供給数が最も多いケースⅢの場合には、需要側医師

数に対し過剰となる。(図 6-2-1) 
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この場合全国の需要と供給のギャップを供給側ケースⅢと需要側ケース 2を比較した

場合、その供給医師数 377.2 千人(枠内の数値)に対し需要医師数は 372.5 千人と 4.7 千

人の過剰となる。(図 6-2-1、本編 表 6-2-3、上段) 

 

③  既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合でも(需要側ケース 2・3)、 

大都市圏では 2025・2040 年とも病院・診療所の需要合計に対し、 

入学定員 68 名増加で過剰 

既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合(需要側ケース 2・3)では、大都市圏で

は 2025・2040 年の何れも、病院・診療所の需要合計に対し入学定員 68 名増加でも過剰と

なる。((再掲)図 6-2-2、本編 表 6-2-4、5、上段) 

この場合の需要と供給のギャップを、最も過剰となる供給側のケースⅢと需要側のケ

ース 3でみると、2025 年では供給医師数 175.0 千人(枠内の数値)に対し需要医師数は

165.9 千人と 9.1 千人の過剰、2040 年では前者の 199.3 千人に対し需要医師数は 185.6

千人と 13.7 千人もの過剰となる。((再掲)図 6-2-2、本編 表 6-2-4、5、上段) 

 

(再掲)図 6-2-2 大都市圏の病院・診療所合計医師数の将来需給比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合(需要側ケース 2・3)、 

  大都市圏において病院・診療所の合計全体で過剰となる中、 

診療所の医師が不足し病院は大きく過剰となる 

上記のように、既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合(需要側ケース 2・3)、

大都市圏では 2025・2040 年とも病院・診療所の需要合計に対し入学定員 68 名増加(供給

側ケースⅠ)で過剰となるが、その内訳は病院において過剰となる一方、診療所において

は不足することになる。(図 6-2-4、5) 

すなわち、大都市圏の病院において需要と供給のギャップをみると、需要側がケース

2で、2025 年は供給医師数 115.5 千人(枠内の数値)に対し需要医師数は 110.7 千人と

4.8 千人の過剰、2040 年では前者の 135.8 千人に対し需要医師数は 122.3 千人と 13.5 千
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人の過剰となる。(図 6-2-4、本編 表 6-2-4、5、中段) 

一方、大都市圏の診療所においては、需要側がケース 2で、2025 年は供給医師数

58.3 千人(枠内の数値)に対し需要医師数は 59.4 千人と－1.1 千人の不足、2040 年では

前者の 57.2 千人に対し需要医師数は 67.5 千人と－10.3 千人の不足となる。(図 6-2-5、

本編 表 6-2-4、5、下段) 

 

図 6-2-4 大都市圏の病院における医師数の将来需給比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2-5 大都市圏の診療所における医師数の将来需給比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合(需要側ケース 2・3)、 

その他地域の病院・診療所合計では 2025・2040 年とも不足する 

既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合(需要側ケース 2・3)の、大都市圏以外

のその他地域についてみると、2025・2040 年とも病院・診療所の需要医師数合計に対し、

入学定員が 210 名増加(供給側ケースⅢ)したとしても不足する。((再掲）図 6-2-3 ) 
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すなわち、その他地域の病院・診療所合計において、需要側ケース 2と供給側ケースⅢ

の需給ギャップをみると、2025 年は供給医師数 167.8 千人(枠内の数値)に対し需要医師

数は 180.8 千人と－13.0 千人の不足、2040 年では前者の 177.9 千人に対し需要医師数は

182.8 千人と－4.9 千人の不足となる。(（再掲）図 6-2-3、本編 表 6-2-6、7、上段) 

 

(再掲）図 6-2-3 その他地域の病院・診療所合計医師数の将来需給比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合(需要側ケース 2・3)、 

その他地域の病院と診療所は 2025 年何れも不足するが 

2040 年に病院は過剰となり診療所の医師は不足 

既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合(需要側ケース 2・3)、大都市圏以外の

その他地域について、病院と診療所は 2025 年何れも不足するが、2040 年に病院は過剰と

なり診療所の医師は不足する。(図 6-2-6、7) 

 

図 6-2-6 その他地域の病院における医師数の将来需給比較 
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図 6-2-7 その他地域の診療所における医師数の将来需給比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すなわち、その他地域の病院における、供給側ケースⅠと需要側ケース 2の需給ギャッ

プをみると、2025 年は供給医師数 116.6 千人(枠内の数値)に対し需要医師数は 123.5 千

人と－6.9 千人の不足となるが、2040 年では前者の 131.8 千人に対し需要医師数は 120.4

千人と 11.4 千人の過剰となる。(図 6-2-6、本編 表 6-2-6、7、中段) 

一方、その他地域の診療所における、最も供給の多い供給側ケースⅢと需要側ケース 2・

3 の需給ギャップをみると、2025 年は供給医師数 50.1 千人(枠内の数値)に対し需要医師

数は 57.3千人と－7.2千人の不足、2040年では前者の 41.0千人に対し需要医師数は 62.3

千人と－21.4 千人の不足となり、不足数が拡大する。(図 6-2-7、本編 表 6-2-6、7、下

段) 

 

⑦ 既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合(需要側ケース 2・3)、 

全国も 2025・2040 年に概ね病院が過剰に、診療所は不足の状況に 

既存の不足医師数を加算した需要医師数の場合(需要側ケース 2・3)、全国においても

診療所は 2025・2040 年何れも不足するが、病院は 2025 年需給が均衡に近く 2040 年には

過剰となる。(図 6-2-8、9) 

すなわち、全国の診療所における、供給側ケースⅢと需要側ケース 2・3 の需給ギャッ

プをみると、2025 年は供給医師数 108.4 千人(枠内の数値)に対し需要医師数は 116.7 千

人と－8.3 千人の不足となり、2040 年も前者の 98.6 千人に対し需要医師数は 129.8 千人

と－31.2 千人の不足となる。(図 6-2-9、本編 表 6-2-2、3、下段) 

一方、全国の病院における、供給側ケースⅢと需要側ケース 2 の需給ギャップをみる

と、2025 年は供給医師数 234.4 千人(枠内の数値)に対し需要医師数は 234.2 千人と 0.2

千人の過剰とほぼ均衡しているが、2040 年では前者の 278.6 千人に対し需要医師数は

242.7 千人と 35.9 千人もの過剰となる。(図 6-2-8、本編 表 6-2-2、3、中段) 
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図 6-2-8 全国の病院における医師数の将来需給比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2-9 全国の診療所における医師数の将来需給比較 
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４ 医療提供体制の考察・提言と今後の課題 
 

１）医療提供体制の考察・提言 
 

（１） 総論について 
①  将来に向けての病床数・医師数充足の課題は、 

当面の課題である 2025 年を中心にしながら 2040 年も展望し、 

大都市圏・その他地域とも超長期的視点での対応を目指すべき 

将来の我が国の人口構造は、総人口については既にピークを越え漸減していくが、65 歳

以上人口及び 75 歳以上人口については、今後大都市圏を中心に増加することが予想され

る。そして、その増加傾向は、団塊世代が後期高齢者の段階になる 2025 年で止まることな

く、2040 年以降も増加することが予想されている。 (図 2-2-1、3 参照) 

こうした高齢者人口の長期にわたる増加により、病床数・医師数等の需要への対応策を

検討する必要があり、このような人口構造の予測を考えた場合、当面の課題である 2025 年

を中心にしながらも、2040 年も展望し、大都市圏・その他地域とも超長期的な対応を目指

すべきであると考える。 

 

（２） 病床数について 

① 2025・2040 年に大都市圏・その他地域及び病院・有床診療所とも、 

入院患者に対する病床が充足されない場合があり、 

現状の病床数維持を目指すべき 

６の「(1)病床数の病院・診療所における需給ギャップ試算結果」でみたように、将来の

病床数については、「① 全国・大都市圏・その他地域とも、2025・2040 年に、ほとんどの

ケースで病院・診療所とも病床数が不足する」ことから、こうした病床不足が生じないよ

う、現状の病床数維持を目指すべきである。(図 6-1-1～3 参照) 

 

② 特に病院においては大都市圏・その他地域とも病床数が不足し、 

最低でも現状の病床数維持を目指すべき 

６の「(1)病床数の病院・診療所における需給ギャップ試算結果」から、「② 大都市圏の

病院は 2025・2040 年とも、受療率・在院日数減少の場合を除き、病床数が不足する」、ま

た「④ その他地域の病院は、2025 年供給病床減少パターンのとき、受療率・在院日数減少

のケースを除き不足する」という結果となった。(図 6-1-4、6 参照) 

このように、特に病院においては大都市圏・その他地域とも病床数が不足し、最低でも

現状の病床数維持を目指すべきである。 
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③ 「社会保障制度改革国民会議」の医療・介護サービスにおける、 

全国の将来必要病床数は過少推計であり見直しが必要である 

本研究で求めた全国の病院・診療所合計における病床数の将来需給と、「社会保障制度改

革国民会議」の医療・介護サービスにおける必要ベッド数の比較を行ったものが、次の図

表である。(図 7-1-1、表 7-1-1) 

両者の相違点は、まず 2011 年の現状基準において差がある。すなわち、本研究では患者

調査の 2011 年の実績値 1,712.4 千床を基準としているのに対し、「社会保障制度改革国民

会議」は病院・診療所合わせて 1,660 千床としており、将来推計の基準値の段階で 52.4 千

床低い値から推計している。また、この 1,660 千床という値は、供給側の将来病床減少パ

ターン 1,636.3 千床とほぼ同じ値でもある。 

本研究の将来推計は、2025 年で需要側が 1,704.8 千床～2,056.1 千床 (需要側で最も低

い「受療率増減在院日数減少パターン」は、在院日数減少が受療率減少の要因の一つと考

えられることから検討の対象から外している)、供給側が 1,636.3 千床～1,712.4 千床を予

想している。一方、「社会保障制度改革国民会議」は、改革シナリオ 1,590 千床～現状投影

シナリオ 2,020 千床までを想定している。 

「社会保障制度改革国民会議」の「現状投影シナリオ」の 2,020 千床は、本研究の「受

療率在院日数現状維持パターン、ケース 1A」2,056.1 千床に相当すると考えられるが、36.1

千床低い値となっている。 

また「社会保障制度改革国民会議」の「改革シナリオ」の 1,590 千床は、本研究の低い

値である「受療率増減在院日数現状維持パターン、ケース 2・3A」1,704.8 千床に対し、

114.8 千床も低い値となっている。 

以上のことから、「社会保障制度改革国民会議」の医療・介護サービスにおける、全国の

将来必要ベッド数は過少推計と考えられることから、今後その見直しが必要と考える。 

 

図 7-1-1 全国の病院・診療所における病床数の将来需給推計と 

「社会保障制度改革国民会議」の医療・介護サービスにおける必要ベッド数の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注:矢印の数値は表 7-1-1 の現状シナリオ、改革シナリオに対応。 
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表 7-1-1 「社会保障制度改革国民会議」の医療・介護サービスにおける必要ベッド数 

 

 

 

 

 

 

 

資料:「第６回 社会保障制度改革国民会議 資料４ 社会保障に係る費用の将来推計について」 

社会保障制度改革国民会議 

 

④ 「第二期全国医療費適正化計画」(平成 25 年～29 年)は、 

その運用に際して在院日数は病院と有床診療所を分け、 

最新の患者調査の結果により見直すべきである 

在院日数について、「第二期全国医療費適正化計画(平成 25 年～29 年)」や「社会保障制

度改革国民会議」においては、 病院と有床診療所を合算しており、前者の現状投影(2012

年)の値は 30.5 日を、後者の現状投影(2011 年)の値は 30～31日程度を基準値(スタート台)

としている。そして、前者の改革シナリオにおいては 24.0 日(2025 年) ～28.3 日(2015 年)

が、後者の改革シナリオにおいては 2025 年に 24 日或いは 25 日が設定されている。（参考

資料、本要約編巻末） 

しかし、表 4-1-4、表 4-2-3 に整理してあるように、2011 年(平成 23 年)患者調査におい

て、退院患者平均在院日数実績値は病院総数が 34.3 日、有床診療所が 17.5 日となってい

て、両者を合わせた総数についても 32.8 日と、前記二つの基準値(スタート台)をかなり上

回っているのが実態である。そして、このような低い在院日数を基準とした上記検討結果

からは、改革シナリオにおいてもかなり低めの在院日数が導き出されている。 

このため、「第二期全国医療費適正化計画(平成 25 年～29 年」においては、その運用に際

しては、最新の患者調査の結果により、病院と診療所を分けて見直すことが求められるも

のである。 

  

平成23年度
(2011年度)

現状投影シナリオ

(入院小計)

各ニーズの
単純な病床換算

地域一般病床を
創設

医療サービスの必要ベッド数 166万床(A) 202万床(B) 159万床(C) 159万床(C)

平均在院日数 30～31日 30～31日 24日程度 25日程度

平均稼働率 80％程度 80％程度 81％程度 82％程度

平成37年度
(2025年度)

改革シナリオ
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参考資料 「第二期全国医療費適正化計画」における 

【適正化の取組の効果】平均在院日数短縮に伴う充実・効率化について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:「次期医療費適正化基本方針等について」厚生労働省保険局総務課、医療費適正化対策推進室 

 

(再掲)表 4-1-4 病院全体の全国・大都市圏別退院患者平均在院日数（患者所在地）の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:「患者調査」厚生労働省 

  

１９９６年 １９９９年 ２００２年 ２００５年 ２００８年 ２０１１年

東京都 40.4 38.0 35.7 33.9 31.8 29.6 － －

神奈川県 32.4 32.3 30.6 29.8 28.8 26.9 － －

埼玉県 36.6 33.8 33.8 37.6 37.2 35.2 － －
千葉県 34.6 30.4 32.7 33.0 35.5 28.5 － －

茨城県 37.8 33.8 33.4 38.1 35.6 34.2 － －

36.4 33.7 33.2 34.5 33.8 30.9 0.861 26.6

大阪府 42.5 41.4 38.1 35.5 32.0 30.2 － －

兵庫県 39.9 38.2 34.9 36.8 32.1 33.1 － －
京都府 42.9 41.9 42.9 35.2 33.1 32.1 － －

41.8 40.5 38.6 35.8 32.4 31.8 0.861 27.4

中京圏 愛知県 41.8 34.8 36.2 36.8 31.6 29.5 0.861 25.4

40.0 36.3 36.0 35.7 32.6 30.7 0.861 26.4
43.4 41.8 40.1 39.2 37.4 34.3 0.875 30.0全国

退院患者平均在院日数（病院）
全国・大都市圏

平均の過去6年間
（2005～2011年）

増減率を適用

全国・大都市圏
平均の過去6年間
増減率で求めた
平均在院日数

大
都
市
圏

首
都
圏

平均

近
畿
圏

平均

平均
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(再掲)表 4-2-3 診療所の全国・大都市圏別退院患者平均在院日数（患者所在地）の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:「患者調査」厚生労働省 

 

⑤ 「地域医療ビジョン」策定に際しても、 

全国的な病床数や在院日数の見直し結果を用いた策定が不可欠 

また、前記と同様な理由により、今後策定する「地域医療ビジョン」の策定に際し在院

日数については、「『社会保障制度改革国民会議』の医療・介護サービスにおける必要ベッ

ド数」や「『第二期全国医療費適正化計画(平成 25 年～29 年)』の在院日数」の見直しと同

様、病院と有床診療所を分けた上で、最新の患者調査の実績をふまえた策定が必要と考え

る。 

 

  

１９９６年 １９９９年 ２００２年 ２００５年 ２００８年 ２０１１年

東京都 14.0 19.2 6.9 12.7 16.2 16.8 － －

神奈川県 6.9 27.8 14.7 20.2 23.1 35.0 － －

埼玉県 15.6 7.8 8.6 11.7 11.2 12.1 － －
千葉県 8.3 6.9 4.7 13.5 17.4 33.6 － －

茨城県 12.2 12.0 19.3 21.1 17.0 8.2 － －

11.4 14.7 10.8 15.8 17.0 21.1 1.052 22.2

大阪府 7.1 7.4 30.4 7.6 14.1 15.0 － －

兵庫県 9.6 9.1 14.4 12.2 16.0 39.5 － －
京都府 8.1 5.1 7.6 23.8 6.6 5.0 － －

8.3 7.2 17.5 14.5 12.2 19.8 1.052 20.9

中京圏 愛知県 12.4 15.7 6.8 19.2 13.8 11.2 1.052 11.8

10.7 12.5 11.7 16.5 14.3 17.4 1.052 18.3
22.2 19.3 19.0 21.6 18.5 17.5 0.810 14.2全国

退院患者平均在院日数（診療所）
全国・大都市圏

平均の過去6年間
（2005～2011年）

増減率を適用

全国・大都市圏
平均の過去6年間
増減率で求めた
平均在院日数

大
都
市
圏

首
都
圏

平均

近
畿
圏

平均

平均
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（３） 医師数について 
① 将来の医師数の需要については、 

「既存の不足医師数を加算した需要医師数」を前提に、 

供給医師数の検討をすべき 

6 の「(2) 医師数の病院・診療所における需給ギャップ試算結果」においては、試算とい

うことで、「既存の不足医師数を加算しない需要医師数の場合(需要側ケース 1)」と「既存

の不足医師数を加算した需要医師数の場合(需要側ケース2・3)」を想定して試算を行った。 

しかし、医療の現場をみた場合、必要医師数の確保は必須の重要課題であることから、

将来の医師数の需要については、「既存の不足医師数を加算した需要医師数」を前提に、供

給医師数の検討をすべきと考える。 

 

② 「社会保障制度改革国民会議」の医療・介護サービスにおける、 

全国の将来必要医師数は多少過少推計であり、 

  今後その見直しが必要である 

本研究で求めた全国の病院・診療所合計における医師数の将来需給と、「社会保障制度改

革国民会議」の医療・介護サービスにおける必要医師数の比較を行ったものが、次の図表

である。(図 7-1-2、表 7-1-2) 

両者の相違点は病床数と同様、まず 2011 年の現状基準においてわずかの差がある。すな

わち、本研究では患者調査の 2011 年の実績値 288.9 千人としているのに対し、「社会保障

制度改革国民会議」は病院・診療所合わせて 290 千人(図表中(A)、以下同様)として推計し

ている。 

本研究の将来推計は、2025 年で需要側が 339.7 千人～350.8 千人、供給側が 340.4 千人

～342.8 千人を予想している。 

一方、「社会保障制度改革国民会議」は、「現状投影シナリオ」が 330～350 千人(B)、「改

革シナリオ」が 320～340 千人(C)を想定している。 

「社会保障制度改革国民会議」の「現状投影シナリオ」の 330～350 千人(B)は、本研究

の「受療率増減・人口推移反映及び不足医師加算パターン、ケース 2」350.8 千人が近い性

格を持つと考えられるが、その差は 0.8 千人とわずかではあるが「現状投影シナリオ」が

下回っている。 

一方、「改革シナリオ」の 320～340 千人(C)は、本研究の低い値である「受療率増減病院

外来移行・人口推移反映及び不足医師加算パターン、ケース 3」344.7 千人に対し、その上

限値が 4.7 千人下回っている。 

以上のことから、「社会保障制度改革国民会議」の医療・介護サービスにおける、全国の

将来必要医師数は過少設定であることから、今後その上限枠の見直しが必要と考える。 
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図 7-1-2 全国の病院・診療所における病床数の将来需給と 

「社会保障制度改革国民会議」の医療・介護サービスにおける必要医師数の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 7-1-2 「社会保障制度改革国民会議」における医療・介護サービスにおける将来必要医師数 

 

 

 

 

 

資料:「医療・介護に係る長期推計(主にサービス提供改革に係る改革について)」内閣官房 平成 23 年 6 月 

 

③ 2025・2040 年とも地域的にも医師数充足を目指すために、 

医師の養成は全国的な既存の医学部を持つ大学の定員増加による、 

長期的なバランスのとれた対応を 

6 の「(2) 医師数の病院・診療所における需給ギャップ試算結果」において、需要側のケ

ース 2・3「既存の不足医師数を加算した需要医師数を前提にした場合」は、「② 全国の 2025

年ではどの供給ケースでもその他地域を中心に不足するが、2040 年では入学定員 210 名増

加で全国的には過剰になる」。(図 6-2-1～3) 

すなわち、2025 年ではその他地域を中心に、病院・診療所全体で医師が不足し必要とさ

れる地域があり、これが全国に広がっている。 

このため、医療現場に必要とされる新たな医師の養成は、全国に広がった既存の医学部

を持つ大学における定員増加により対応することが、医療の現場に混乱をもたらさず、か

つ医師を必要とする地域に対応した医師養成方法として、相応しいものと考えられる。 

また、2025 年の医師需要に対して、今から医師養成枠を拡大したとしても、大きく医師

の供給が拡大する状況にない。このため 2040 年に向けた供給体制が重要となるが、全国的

にみて医師が過剰にならないよう、バランスのとれた医師の育成を図ることが必要である。 
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需要側 ケース1

受療率現状維持・人口推移反映ﾊﾟﾀｰﾝ

需要側 ケース2

受療率増減・人口推移反映及び不足医師加

算ﾊﾟﾀｰﾝ

需要側 ケース3

受療率増減病院外来移行・人口推移反映及

び不足医師加算ﾊﾟﾀｰﾝ

供給側 ケースⅠ

入学定員68名増加パターン

供給側 ケースⅡ

入学定員140名増加パターン

供給側 ケースⅢ

入学定員210名増加パターン

注：枠内は供給側ケースの値

330～350 千人(現状投影シナリオ)⇒ 

320～340 千人(改革シナリオ)⇒ 

290 千人 

(2011 年度)⇒ 

平成23年度
(2011年度)

現状投影シナリオ 改革シナリオ

(入院小計)

医療サービスの必要医師数 29万人(A) 33～35万人(B) 32～34万人(C)

平成37年度
(2025年度)
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④ 病院・診療所合計の医師数は2025・2040年とも大都市圏のみが充足され、 

大都市圏集中からその他地域分散への医師の誘導策の導入が必要 

6 の「(2) 医師数の病院・診療所における需給ギャップ試算結果」において、需要側のケ

ース 2・3「既存の不足医師数を加算した需要医師数を前提にした場合」は、「③ 大都市圏

では 2025・2040 年とも病院・診療所の需要合計に対し入学定員 68 名増加で過剰」になる

一方、「⑤ その他地域の病院・診療所合計では 2025・2040 年とも不足する」ことが推計さ

れた。(図 6-2-2、3) 

このため、病院・診療所合計では、医師の大都市圏集中からその他地域への分散といっ

た、医師の誘導策の導入が必要である。 

 

⑤ 病院から診療所への医師誘導策の導入を 

6 の「(2) 医師数の病院・診療所における需給ギャップ試算結果」において、需要側のケ

ース 2・3「既存の不足医師数を加算した需要医師数を前提にした場合」、「④大都市圏にお

いて病院・診療所の合計全体で過剰となる中、診療所の医師が不足し病院は大きく過剰と

なる」。また「⑥ その他地域の病院と診療所は 2025 年何れも不足するが、2040 年に病院は

過剰となり診療所の医師は不足」することも推計された。(図 6-2-4、5、6、7) 

このため、「⑧ 全国も 2025・2040 年に概ね病院が過剰に、診療所は不足の状況に」なる

ことから、大都市圏及びその他地域の何れにおいても、病院から診療所への医師誘導策の

導入が必要である。(図 6-2-8、9) 

 

⑥ 診療所医師の高齢化への早急な対応の必要性 

全国の診療所医師の平均年齢は本研究の試算(供給側ケースⅠ、入学定員 68 名増加パタ

ーンの場合)で、2010 年において 57.8 歳で、これが 2025 年には 61.7 歳、2040 年には 64.7

歳に達すると推計される。(図 7-1-3) 

この背景には、過去 5年間(2005 年～2010 年)のトレンドで将来の診療所医師数を推計し

た場合、医学部定員を増加したとしても、診療所へ参入してくる医師がそれ程急速に増加

することがなく、一方で既にかなり高齢化している医師のリタイア数が多いという要因が

あると考えられる。その結果、診療所では高齢化が更に進展するとともに、医師数は 2025

年をピークにその後減少に転じることが予想される。 

こうしたことからも、前記「⑤ 病院から診療所への医師誘導策の導入を」することが非

常に重要である。 

また、診療所医師の平均年齢を大都市圏とその他地域でみると、その他地域における高

齢化がさらに進むことが予想され、2010 年の平均年齢が 58.2 歳であったのに対し、2025

年には 62.7 歳、2040 年には 65.3 歳になることが予想される。 

さらに、大都市圏の高齢化も進んでおり、2010 年の平均年齢が 57.4 歳であったのに対

し、2025 年には 60.9 歳、2040 年には 64.3 歳になることが予想される。 
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図 7-1-3 全国の病院・診療所における 5歳階級別医師数の推移と平均年齢 

       (供給側ケースⅠ、入学定員 68 名増加パターンの場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 注）平均年齢は加重平均で算出。
　　5歳階級別年齢は中間年齢を、24歳以下は24歳を、85歳以上は85歳と設定として算出。
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参考資料 「社会保障制度改革国民会議」における医療・介護サービスの需要と供給(必要ベッド数) 

の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:「第６回 社会保障制度改革国民会議 資料４ 社会保障に係る費用の将来推計について」 

社会保障制度改革国民会議 

 

参考資料 「社会保障制度改革国民会議」による医療・介護サービスにおける将来必要医師数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:「医療・介護に係る長期推計(主にサービス提供改革に係る改革について)」内閣官房 平成 23 年 6 月 
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２） 今後の課題 
 

① 在宅医療に関する検討の必要性 

当初の研究計画では、在宅医療に関する医師数等の需給ギャップの試算も、医療提供体

制の検討の一環として行う予定であったが、先行して本研究の分野に絞ってとりまとめを

行った。 

このため今後、在宅医療に関する検討を、ここで検討した結果を用いながら行うことが

必要であると考えている。 

 

②  医師数に関する提言の具体的実現方策検討の必要性 

将来の医師数に関連していくつかの方向性の提言を行っているが、その具体的実現方策

までは踏み込んでいない。 

このため今後、ここで提言した方向性に関連する、具体的実現方策の検討が必要である。 

 

③  地域医療ビジョン策定のためにも都道府県別統計データ整備の必要性 

本研究では、供給側医師数の都道府県別推計について、都道府県データがないことから、

全国値を代用している部分がかなりある。 

今後、都道府県別の地域医療ビジョン等を策定するに際しても、将来推計に必要な都道

府県別データ整備が必要である。 

特に、本研究では医療提供体制の一環として、当初看護師関連についても検討すること

を目指したが、その統計データが十分整備・公表されていないことから、地域医療ビジョ

ン等将来の推計を含む検討をするためには、その整備・公表が必要である。 

 

④  日本医師会の会員構成の視点からも 

診療所における医師の高齢化の進展への対応策が早急に必要 

提言において、「⑥ 診療所医師の高齢化への早急な対応の必要性」を指摘しているが、

このことは医療提供体制として大きな課題であるとともに、日本医師会にとって、持続的

な発展のための会員構成の視点からも、今後早急に対応することが必要である。 

 

⑤  供給側における医師数の 2000 年から 2010 年の動向からみた 

更なる検討も 

本研究の供給側における医師数の推計は、他の将来推計と同様、2005 年から 2010 年の

過去 5年間の社会移動等の傾向を基に推計している。 

しかし、この 2005 年～2010 年は、医師の社会移動に影響を与える診療所経営を取り巻

く環境が、診療報酬等のマイナス改訂等により非常に厳しかったことから、病院から診療

所への社会移動がかなり低めだった可能性がある。 

このため、供給側からみた診療所の医師数については、2000 年から 2010 年にかけての
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動向からみた更なる検討も必要と考える。 

 

⑥  需要側における診療所医師数の推計式の更なる検討も 

本研究の需要側における診療所医師数の推計式は、様々な推計式を試行錯誤しながら、

論理的でかつ相関性の高い式として、２段階の相関式（診療所数を 65 歳以上人口で一度求

め、その後求められた診療所と西暦によって医師数を推計）を用いたが、推計結果がかな

りリニアに推移する結果となった。 

このため、推計式の検証等も含め、更なる検討も必要と考える。 
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Ⅱ 本編 
 

１ 研究の背景・目的・方法等 
 

１） 研究の背景・目的 
 

本研究は、戦後直後に生まれた団塊世代が、我が国では全国的に地方圏を中心に既に超

高齢社会(一般的に、65 歳以上の人口が 21％以上の社会)を出現させ、さらに今後大都市圏

において急速に高齢化が進み、特に 75 歳以上の後期高齢者が増加することが予想されるこ

とから、長期にわたる医療提供体制のあり方の総合的研究の一環として行うものである。 

65 歳・75 歳以上人口は 2010 年に 2,948 万人・1,419 万人(国勢調査、全人口の 23.0％、

11.1％)であったものが、2025 年には 3,657 万人・2,179 万人(各々30.3％、18.1％)、2040

年に 3,868 万人・2,223 万人(各々36.1％、20.7％)に達するものと予想されている。(表 2-

2-2、3 参照、国立社会保障・人口問題研究所、平成 24 年中位推計) 

このように、戦後の団塊世代の多くが、2025 年以降に 75 歳以上の後期高齢者年齢に達

し、超高齢社会構造の更なる進展・高齢化が予想される。 

特に地域的にみると、東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県・茨城県といった首都圏、大

阪府・兵庫県・京都府といった近畿圏、さらには愛知県を中心とする中京圏といった、大

都市圏において 65 歳・75 歳以上人口が、今後大幅に増加することが予想されている。 

こうした状況は世界にも類を見ないものであり、超高齢社会における医療を取り巻く社

会的・地域的な様々な環境変化を明らかにした上、これまでにない社会環境に対応した医

療提供体制のあり方を総合的視点から明らかにすることが必要となっている。 

また、全国的な大都市圏以外のその他地域においては、既に超高齢社会が出現しており、

これら地域についても医療提供体制のあり方が課題となっている。 

そこで、まず本研究は大都市圏に焦点を当てながらも、全国及び大都市圏以外のその他

地域についても併せて、超高齢社会の進展状況下における医療提供体制のあり方について、

病床・医師等の「定量的需給試算からみた医療提供体制の提言と課題」を研究するもので

ある。 
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２） 本研究における大都市圏の定義 
 

本研究の対象は、前記研究の目的・背景で述べたように、大都市圏に焦点をあてるとと

もに、全国及び大都市圏以外の地域についても併せて検討を行うこととした。 

そこでまず、本研究における大都市圏の定義として、「首都圏整備法」「近畿圏整備法」

「中部圏開発整備法」といった法律で定める圏域の都府県(参考 大都市圏整備計画)を取り

上げた上で、各圏域において実際に既に多くの高齢者人口が集積している、首都圏の「既

成市街地・近郊整備地帯」、近畿圏の「既成都市区域・近郊整備区域」、中部圏の「都市整

備区域」が多く広がっている、下記都府県とした。 

これら都府県の 65 歳以上人口および 75 歳以上人口の集積は、茨城県・京都府を除いて、

全国上位 8県の内 7県を占めている。 

また、近畿圏の奈良県については、「近郊整備区域」が広がっているが、人口規模が少な

いため大都市圏の検討対象地域としなかった。 

なお、大都市圏以外の北海道・福岡県においても、65 歳以上人口および 75 歳以上人口の

集積が大きく、その増加も大きいことから、大都市圏以外の地域における超高齢社会につ

いても、今後検討することが必要と考える。 

 
表 1-2-1 本研究における大都市圏の定義 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

  

首都圏
(既成市街地・近郊整備地帯)

東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県・茨城県

近畿圏
(既成都市区域・近郊整備区域)

大阪府・京都府・兵庫県

中京圏
(都市整備区域)

愛知県

首都圏整備法
東京都のほか、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、
千葉県、神奈川県、山梨県

近畿圏整備法
福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県

中部圏開発整備法
富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、
愛知県、三重県、滋賀県

資料:「首都圏整備計画」首都圏整備法、国土交通省

資料:「近畿圏整備計画」近畿圏整備法、国土交通省

資料:「中部圏整備計画」中部圏開発整備法、国土交通省

(参考)
大都市圏整備計画

本研究での
大都市圏の定義
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図 1-2-1 首都圏政策区域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:「首都圏整備計画」首都圏整備法、国土交通省 

図 1-2-2 近畿圏政策区域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:「近畿圏整備計画」近畿圏整備法、国土交通省 
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図 1-2-3 中部圏政策区域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:「中部圏整備計画」中部圏開発整備法、国土交通省 
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図 1-2-4 都道府県別６５歳以上人口の増加状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:「日本の地域別将来推計人口（平成 25（2013）年 3 月推計）」国立社会保障・人口問題研究所 

 

 

図 1-2-5 都道府県別７５歳以上人口の増加状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:「日本の地域別将来推計人口（平成 25（2013）年 3 月推計）」国立社会保障・人口問題研究所 
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表 1-2-2 都道府県別６５歳以上・７５歳以上人口の順位と将来増加数 

 

資料:「日本の地域別将来推計人口（平成 25（2013）年 3 月推計）」国立社会保障・人口問題研究所  

２０１０年 ２０２５年
２０２５年
　　－２０１０年

２０１０年 ２０２５年
２０２５年
　　－２０１０年

東京都 2,679,265 3,322,479 643,214 東京都 1,234,084 1,977,426 743,342
大阪府 1,984,854 2,457,235 472,381 大阪府 842,898 1,527,801 684,903
神奈川県 1,830,009 2,447,904 617,895 神奈川県 793,519 1,485,344 691,825
埼玉県 1,470,251 1,982,496 512,245 埼玉県 589,180 1,176,765 587,585
愛知県 1,505,973 1,943,329 437,356 愛知県 659,895 1,165,990 506,095
千葉県 1,339,291 1,797,765 458,474 千葉県 562,691 1,082,206 519,515
北海道 1,360,460 1,716,195 355,735 北海道 671,405 1,024,035 352,630
兵庫県 1,289,876 1,599,663 309,787 兵庫県 604,460 966,343 361,883
福岡県 1,132,437 1,481,415 348,978 福岡県 557,595 869,363 311,768
静岡県 896,948 1,101,284 204,336 静岡県 431,935 654,598 222,663
茨城県 668,192 862,048 193,856 広島県 341,126 516,240 175,114
広島県 686,220 844,283 158,063 茨城県 316,514 493,012 176,498
京都府 616,952 769,725 152,773 京都府 292,142 483,506 191,364
新潟県 623,955 724,601 100,646 新潟県 334,881 426,909 92,028
宮城県 524,405 678,155 153,750 長野県 305,256 391,701 86,445
長野県 570,860 642,920 72,060 宮城県 266,712 384,733 118,021
福島県 508,101 614,859 106,758 岐阜県 245,109 358,848 113,739
岐阜県 501,791 597,834 96,043 岡山県 252,581 345,904 93,323
群馬県 473,551 581,686 108,135 福島県 274,680 344,208 69,528
栃木県 442,970 575,477 132,507 群馬県 234,465 343,916 109,451
岡山県 489,498 566,939 77,441 栃木県 218,064 322,360 104,296
熊本県 466,743 554,404 87,661 熊本県 255,979 321,053 65,074
三重県 450,366 527,989 77,623 三重県 222,798 314,355 91,557
鹿児島県 452,317 523,361 71,044 鹿児島県 253,878 294,735 40,857
山口県 406,140 451,470 45,330 山口県 211,598 278,089 66,491
愛媛県 381,536 439,582 58,046 愛媛県 202,292 263,682 61,390
長崎県 371,450 439,564 68,114 奈良県 155,355 253,921 98,566
奈良県 336,259 417,066 80,807 長崎県 199,998 252,272 52,274
青森県 354,290 415,361 61,071 青森県 180,427 237,096 56,669
岩手県 361,969 404,081 42,112 岩手県 192,913 234,263 41,350
滋賀県 291,814 384,696 92,882 滋賀県 141,912 223,662 81,750
大分県 318,794 372,463 53,669 大分県 170,148 221,782 51,634
山形県 322,690 358,808 36,118 石川県 141,217 207,554 66,337
宮崎県 292,790 354,500 61,710 山形県 180,600 206,772 26,172
沖縄県 242,510 353,379 110,869 富山県 147,614 205,546 57,932
秋田県 321,028 352,577 31,549 秋田県 175,336 205,417 30,081
石川県 277,554 341,797 64,243 宮崎県 157,494 204,986 47,492
富山県 286,254 331,731 45,477 和歌山県 140,781 183,735 42,954
香川県 257,624 303,780 46,156 香川県 136,888 183,452 46,564
和歌山県 274,192 302,906 28,714 沖縄県 121,379 181,377 59,998
山梨県 212,810 252,457 39,647 高知県 121,617 148,849 27,232
佐賀県 209,010 250,735 41,725 山梨県 110,901 148,576 37,675
徳島県 212,423 245,950 33,527 徳島県 115,480 146,009 30,529
高知県 220,334 241,572 21,238 福井県 108,880 142,747 33,867
福井県 203,228 239,967 36,739 佐賀県 113,544 142,515 28,971
島根県 208,548 226,144 17,596 島根県 119,442 137,168 17,726
鳥取県 155,133 178,855 23,722 鳥取県 85,976 104,817 18,841
全国平均 627,312 778,159 150,847 全国平均 301,992 463,524 161,532

全国 29,483,665 36,573,487 7,089,822 全国 14,193,639 21,785,638 7,591,999

６５歳以上 ７５歳以上



  １－7 

３） 本研究の検討対象 
 

本研究の検討対象は、医療提供体制の中核をなす、下記項目とした。 

 

1 病院・診療所の将来入院・外来患者数 
2 病院・診療所の将来病床数・医師数 
 

４） 本研究の検討方法 
 

(１）基本的検討方法 
本研究の基本的検討方法は、次の図のように、前記検討対象について需要と供給の両側

面から将来推計を行い、将来の病床数・医師数の需給ギャップを求めることにより、医療

提供体制の課題を明らかにする方法をとった。(図 1-4-1、2 参照) 

病床数・医師数については、図 1-4-2 に示した推計フローに従い、需要側と供給側の両

方から将来の病床数・医師数を求め、両者の差である需給ギャップを求めることにより、

医療提供体制の検討を行うこととした。 

  

図 1-4-1 本研究の検討方法 
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図 1-4-2 病床・医師数に関する検討方法 
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(２）推計年次 
推計に際しての検討年次は、国立社会保障・人口問題研究所によって、都道府県別に将

来人口推計がなされている下記の主要年次を設定した。 

なお、基準年については、関係する基礎統計の中でも需要把握の中心となる上、調査間

隔が 3年と長い患者調査の 2011 年を中心に、項目毎に適宜設定した。 

供給側からみた医師数については、5 年毎に生残率を用いて将来を推計する、「人口推

計」の手法を使って将来医師数を求める方法をとったため、5年毎に推計して下記の推計

年次が求められる、2010 年(平成 22 年)を基準年として推計した。 

 

○ 推計年次/2020 年、2025 年、2030 年、2040 年 
 

 

 

 

 

 

 

 

 


